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Ⅰ．問題と目的

　米国では，学習障害の認定基準としてこれまでの
ディスクレパンシーモデルから，介入に対する反応

（Response to Intervention，以下 ｢RTI」と示す）へと
移行してきた（Grigorenko, 2009）．RTI は，学業的な
困難さを予防するための取り組みであり，多層による
システムである（Gilbert et al., 2013）．Gilbert et al. に
よれば，RTI は主に 3 層の支援体制が確立され，第 1
層では通常の学級においてユニバーサルなスクリーニ
ングを行い，個々の学業の成績がモニターされる．そ
こでクラスメイトよりも著しく低いリスクのある児童

生徒は，第 2 層へと移される．第 2 層では予防的な小
グループの指導を受け，その進捗状況がモニターされ
る．第 2 層で反応せず効果的な指導から利益を得られ
なかった人は第 3 層へと移り，集中した個別化された
指導を受ける．RTI では，一度のアセスメントでその
処遇を決定するのではなく，介入への反応として対象
の児童生徒の学習の進捗状況を継続的にモニターする
必要があり，その方法としてカリキュラムに基づく尺
度（Curriculum-Based Measurement，以下 ｢CBM｣ と
示す）が用いられている．
　米国では，CBM は読み，つづり，書字表現，算数
の学習領域で実施されてきた（Deno & Fuchs, 1987; 
Deno, et al., 1983）．例えば，読みでは，当該学年の教
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70 干　川　　　隆

科書からランダムに選択された文章を，児童生徒が 1
分間に間違えずに音読した単語の数を数える，算数で
は，当該学年の教科書から引用された計算問題を，児
童生徒が 2 分間で答えた正答の数だけでなく計算の途
中で正しい位置に書いたポイントの数を数える，と
いったものであった．1980 年代から 1990 年代にかけ
ての CBM の主な研究テーマは，CBM の信頼性と妥
当性に関するものであった（干川，2015）．その結果，
CBM の成績と標準学力検査の結果との相関が高いこ
とから，CBM が単なる読みや計算の直接的な評価尺
度であるだけでなく，読み理解を含めた全体的な学業
成績の発達的変化を示すことが示唆された（Fuchs, 
2016）．このように，CBM は実施時間が 1 ～ 2 分間
で教師が容易に実施できること，また標準学力検査と
異なって繰り返し実施できることにその特徴がある．
繰り返し実施できることから，CBM のある時点での
平均と分散を算出することによって，教師は平均から
の逸脱の程度から児童生徒の学級内の相対的な位置を
推測することができ，また時系列の変化として児童生
徒の成長を追うことができる．例えば，ある時点で有
意に低かった児童が，教師の指導によって次第に平均
の範囲内に入る場合もあれば，ずっと平均よりも有意
に低い得点のままの児童もいる．このことから，
CBM を用いて学習の進捗状況をモニターすることに
よって，教師はより早期に学習につまずきのある児童
生徒を特定し，指導を行うことができる．Fuchs（2003）
は，RTI の流れの中で学習障害を特定する方法として
CBM を用いて，ある時点での平均からの逸脱として
の相対的な位置と，その後の時系列的な変化としての
傾きの二重の乖離（dual discrepancy）から学習障害を
認定することを提唱している．
　これまでわが国で CBM が注目されてこなかった理
由は，日米の教育評価の違いである．米国では学習指
導要領がなく，児童生徒が当該学年の内容を習得した
かどうかを判断するために，標準学力検査が発達して
きた（干川，2015）．最近になって米国では，連邦政
府により全米に共通した算数のカリキュラムであるコ
モ ン コ ア（Common Core State Standards for Math-
ematics）を 2010 年に策定し，発表当初 9 割の州で取
り入れられるようになってきている（岸本，2015）
けれども．一方，わが国では学習指導要領に基づいて
教科書が作成され，単元末テストや期末テストを実施
することによって，児童生徒が当該学年の学習内容を
習得したかどうかが把握されてきた．例えば小学校 3
年生の算数（啓林館，2015）では，「九九の表とかけ算」

「わり算」「円と球」「たし算とひき算の筆算」「一億ま
での数」など単元が設定され，単元ごとに評価されて
きた．その結果，教師の評価は単元ごとになり，定期

的に学習の進捗状況のモニターが行われてこなかっ
た．しかし，平成 28 年度の報告（文部科学省，2017）
では，平成 19 年度に比べて通級による指導を受けて
いる児童生徒は，45,240 人から 98,311 人へと倍増し，
通級による指導を受けている学習障害の児童生徒は，
2,485 人（平成 19 年度）から 14,543 人（平成 28 年度）
へと急増していた．このようにわが国でも通常の学級
の中で学習障害などの多様な支援を必要とする児童生
徒が増える中で，早期に学習困難のある児童生徒を発
見し，早期に介入するためには学習の進捗状況を定期
的にモニターする必要がある．
　児童生徒が学習障害であるかを判断する際には，特
異な学習困難を総合的に判断する必要がある．文部省

（1999）の学習障害の判断・実態把握基準に基づけば，
国語又は算数（以下「国語等」と示す）の基礎的能力
の著しい遅れは，小学校 2，3 年生では 1 学年以上，
小学校 4 年生以上では 2 学年以上の遅れとして定義さ
れている．また文部省の報告書では，専門家チームが
学習障害か否かの判断を行うとされている．しかし，
平成 29 年度特別支援教育体制整備状況調査結果（文
部科学省，2018）をみると，公立小中学校での専門
家チームの活用の割合は 60.6％であった．このこと
を踏まえると，保護者や担任だけで国語等の著しい遅
れの判断を行う場合も多く，担任によってその判断が
異なる可能性がある．その結果，国語等に著しい遅れ
のない児童が学習障害として判断される危険性があ
る．いわゆる第一種の過誤を防ぐためにも，CBM の
ような進捗状況を定期的にモニターし教師が容易に著
しい遅れを把握できる尺度の開発が必要である．
　そこで本研究では，算数 CBM について取り組むこ
とにした．米国で用いられている算数 CBM は，計算

（Keller-Margulis et al., 2014）や文章題（Jitendra et al., 
2014）などが報告されているが，本研究では米国で
これまで長年に渡って実施されてきた計算を算数
CBM として取り扱うことにした．最近になってわが
国でも，海津によって進捗状況のモニタリング尺度が
提案されるようになってきた（海津ら，2008; 海津，
2016）．海津（2016）は，多層指導モデル MIM のプ
ログレス・モニタリング（PM）の算数版として，小
学校 1 年生に対して，数系列問題と計算問題を 2 カ月
ごとに計 6 回実施し，MIM-PM 算数版が学習のつま
ずきを早期に把握できることを示唆した．しかし，海
津（2016）は 2 カ月ごとの進捗状況のモニタリング
を行っているに過ぎず，早期に学習のつまずきのある
児童を発見するためには，さらに短い期間の変化をと
らえることのできる尺度の開発が必要である．海津

（2016）は問題の正誤によって得点を算出しているが，
短い期間で進捗状況をモニターするためには，さらに
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細分化された評価方法が必要になる．そのためには，
米国で用いられている採点方法が有効であろう．
　米国では，CBM の得点を算出するときに，計算の
途中の正しい場所と数字にもポイントを与える採点方
法（Tindal & Marston, 1990）が用いられている．米国
で用いられている採点方法の例を，図 1 に示す．11×
19は1001が正答である．この例の筆算は答えが間違っ
ているが，計算の途中の数字と場所（位）が正しいと
ころ（下線部）は，ポイントとして加算される．その
結果，この問題の得点は合わせて 8 ポイントになるが，
この例では答えが間違っているにもかかわらず，得点
は 5 ポイントになる．この採点方法を用いることで，
短い期間の学習の進捗状況をモニターすることができ
るであろう．また本研究では，算数 CBM の問題の中
に当該学年の問題を含めることによって，授業でそれ
まで習っていなかった未習の問題を習った結果とし
て，CBM 得点が線形的に増加するように設定した．
　そこで本研究の目的は，算数 CBM のわが国におけ
る標準化を試みることであった．研究を実施するにあ
たり，以下の仮説を立てた．
仮説 1：算数 CBM 得点と標準学力検査（NRT）の結

果と教師の評価との間の相関関係を調べること
で，算数 CBM の妥当性を明らかにすることがで
きる．

仮説 2：算数 CBM を繰り返して実施することにより，
算数 CBM 得点は，線形的に増加する．

仮説 3：教師が支援を必要と判断した児童は，算数
CBM の得点が低い．

Ⅱ．方　法
1．対象児
　対象児は，A 市立 P 小学校の 2 年生から 6 年生（2
年生 44 人，3 年生 54 人，4 年生 53 人，5 年生 55 人，
6 年生 52 人）の計 258 人であった．
2．算数 CBM日本語版の内容と実施方法
　算数 CBM 日本語版では，A4 判の用紙 1 ページに
18 問ずつ 4 ページ計 72 問が，A3 版用紙 1 枚の両面
に印刷されていた．問題用紙には，問題の間に解答を
直接に記入できるスペースが設けられていた．問題は，
当該学年と下学年の計算問題から選択された．各学年

での算数 CBM の問題の内容と問題数は，表 1 に示さ
れている．当該学年の問題は，その学年終了時の習得
すべき内容を基準にした．したがって，問題は 5 月の
段階では未習だったものが，翌年の 3 月の学年終了時
には既習となるため，結果的に成績が上昇することで，
児童の CBM に対する動機づけを高めるように設定さ
れていた．算数 CBM の問題は，同じ問題の繰り返し
による学習効果を防ぐために，それぞれの学年で 7 パ
ターン作成され，パターン 1 から順に実施された．問
題を作成するにあたっては，同じページの中で同学年
の問題が続かないように配置した．また 7 パターンの
問題では，同じ番号の問題を学年や問題の種類を変え
ずに数字だけを置き換えたものを使用した（例えば，
繰り下がりのある小数の引き算の問題として，パター
ン 1 の第 1 問が 2.2 － 1.6 であれば，パターン 2 の第
1 問は 3.5 － 2.8 など）．
3．手続き
　CBM は，X 年 5 月から X＋1 年 3 月までの間で計
24 回実施された（5 月 1 回，6 月 3 回，7 月 1 回，9
月 3 回，10 月 4 回，11 月 2 回，12 月 2 回，1 月 3 回，
2 月 3 回，3 月 2 回，なお，4 年生と 6 年生は行事の
都合で，10 月にそれぞれ 1 回実施することができず
計 23 回）．CBM は，毎週金曜日の朝自習の時間（8
時 25 分から 8 時 35 分）で，いじめアンケート等の
実施のないときに行われた．このため，月によって実
施できる回数が異なっていた．
　研究を始めるにあたって，学校長と教職員には文章
を用いて説明し研究の了承を得た．対象児童には学級
担任を通じて口頭で研究の了承を得，保護者には学校
長を通じて文章で研究への了承を得た．
　CBM の実施は，各教室（1 学年 2 学級）を担当す
る実施者（大学生と大学院生計 10 人）によって行わ
れた．実施者は，問題を 1 番から順に解くこと，そし
てわからない問題はとばして次に進んでもかまわない
こと，全部の問題を解答できなくてもかまわないから，
できるだけ速くたくさんの問題を解くように，児童に
教示した．解答時間は，すべての学年で 3 分間であっ
た．
　解答時間が終了したら，実施者は解答が記入された
問題用紙を回収した．採点は，採点手続きに基づいて
担当の実施者によって行われた．実施者は，実施と採
点方法の手続きについて事前に 1 時間半の講習を受け
た．なお，実施者は採点表に基づいてポイントを算出
すること，不明な点があれば筆者に確認するように指
示された．
　対象児へのフォードバックは，夏休みの終了後の
セッション 6（以下「＃ 6」と示す）の実施前と，半
分を終えた＃ 13 の実施前，さらに #24 終了後にそれ図 1　CBM の採点の例
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表 1　各学年における CBM 計算問題の内容

学年 計算の内容 対象者の学年
２年 ３年 4 年 5 年 6 年

１
年
問
題

① 1 位＋ 1 位（例：9＋5） 9 1 2
② 1 位－ 1 位（例：5－1） 4 1 1
③ 2 位＋ 1 位繰り上り無（例：23＋5） 0 1 1
④□ 0 ＋□ 0（例：40＋10） 1 1 0
⑤ 2 位－ 1 位繰り下がり無（例：178－37） 1 1 1
⑥ 2 位－ 1 位繰り下がり（例：10－8） 3 1 1
⑦ 3 つの加減法（例：4＋3－2） 4 1 1

計 22 7 7

２
年
問
題

① 2 位＋ 1 位繰り上がり有（例：48＋7） 6 2 1 1
② 2 位－ 1 位繰り下がり有（例：94－5） 7 2 1 1
③筆算足し算繰り上がり無（例：83＋14） 3 1 1 0
④筆算足し算繰り上がり有（例：77＋94） 10 3 1 1
⑤筆算足し算 3 位＋ 1 位、2 位（例：873＋29） 2 0 0 0
⑥筆算 3 つの数（例：91＋19＋14） 3 0 0 1
⑦筆算引き算 2 位－ 2 位繰り下がり無（例：87－56） 2 1 1 0
⑧筆算引き算 2 位－ 2 位繰り下がり有（例：33－27） 1 1 1 1
⑨筆算引き算 3 位－ 2 位繰り下がり無（例：578－53） 4 1 0 0
⑩筆算引き算 3 位－ 2 位繰り下がり有（例：194－76） 6 2 1 1
⑪筆算引き算 10 □－ 2 位、1 位（例：106－8） 5 0 0 0
⑫かけ算（例：9 × 8） 1 2 1 1

計 50 15 8 7

３
年
問
題

①かけ算（10×□）（例：6×10） 5 1 1 1
②割り算（例：66÷4） 4 4 2 1
③分数（加法）（例：4/8－3/8） 5 0 1 0
④分数（減法）（例：1－1/2） 4 0 1 1
⑤小数（加法）（例：0.4＋0.2） 6 1 1 0
⑥小数（減法）（例：2.2－2.1） 5 1 0 1
⑦筆算足し算繰り上がり有（例：659＋820） 7 2 2 1
⑧筆算引き算繰り下がり有（例：131－105） 5 2 0 1
⑨筆算かけ算○×1 位、2 位（例：98×3） 9 4 0 1

計 50 15 8 7

４
年
問
題

① 1 桁でわる割り算（例：15÷7） 4 3 1
②□ 0 でわる割り算（例：90÷30） 4 0 0
③筆算割り算（÷1 位）（例：35÷3） 8 0 0
④筆算割り算（÷2 位）（例：120÷16） 10 3 4
⑤小数÷整数（例：9.2÷2） 2 2 0
⑥小数×整数（例：1.21×22） 3 4 1
⑦大きな数のかけ算（例：253×260） 4 2 1
⑧分数の足し算引き算（例：3/6－1/6） 7 1 1

計 42 15 8

５
年
問
題

①小数×整数（例：0.5×2） 5 0
②小数×小数（例：0.72×2.2） 8 3
③小数又は整数÷小数（例：5.61÷5.1） 11 3
④異分母の足し算・引き算（例：3/4－1/6） 6 3
⑤分数×整数（例：3/4×6） 7 3
⑥分数÷整数（例：4/9÷7） 5 3

計 42 15

６
年
問
題

①分数×分数（例：1/5×2/3） 12
②分数×分数（帯分数を含む） 10
③分数÷分数（例：3/4÷5/6） 10
④小数や分数の計算能力の定着（例：2/5÷（1.2×0.2）） 10

計 42
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ぞれの児童に配布された．対象児に配布されたフィー
ドバックの用紙（A4 判 1 枚）には，それまでのセッショ
ンのグラフと 1 行～ 2 行の動機づけを高めるためのコ
メント（例えば，「この調子でがんばりましょう．」「新
記録がとれるようにがんばりましょう．」など）が書
かれていた．グラフには，縦軸に CBM 得点，横軸に
セッションを配置し，対象児の CBM 得点が折れ線グ
ラフで表示されていた．コメントは各教室の実施者に
よって作成された．
4．分析
　1）信頼性：7 パターンの問題を実施していること
から，7 つの問題について相互相関を求めることで問
題の信頼性について検討することにした．
　2）妥当性：各児童の CBM 得点と①教研式標準学
力検査（NRT）（辰野ら，2011） の算数の標準得点と
②担任教師による算数の評価との相関係数を求めるこ
とで，妥当性を検討することにした．① NRT は，前
学年までの習得状況を把握するために学校でＸ年 4 月
に実施されたものであった．NRT の結果を使用する
にあたっては，校長と筆者から保護者に対して協力依
頼の文章を配布し，異議がある場合には申し出るよう
に伝えたが，特に異議を申し立てる保護者はいなかっ
た．②担任教師による算数の評価は，児童への 2 回目
のフィードバック（＃ 13）の前に，担任に対してそ
れぞれの児童を 5 段階（1：多くの支援を必要とする
と思う（個別的な対応が必要），2：支援を必要とする
と思う（授業中での配慮等），3：特別な支援は必要な
いと思う（平均くらい），4：特別な支援は必要ないと
思う（できる），5：特別な支援は必要ないと思う（よ
くできる））で評価するように調査票を配布し，担任
がそれまでの CBM の結果を知る前に回収した．

　3）時系列に伴う変化の分析：児童の時系列に伴う
変化について，従来の研究（海津，2016）では，反
復測定による分散分析が用いられてきた．本研究でも
球面性の仮定からの逸脱を考慮して Greenhouse-
Geisser のイプシロン（ε）により自由度を調整した後，
有意性の検定を行った．効果量は編イータ 2 乗（η2）
を用いて示した．さらに時系列の変化による平均の推
移について回帰分析を用いて分析することにした．

Ⅲ．結　果

　結果を分析するにあたって，24 セッション中 3 セッ
ション以上のデータの欠損があった対象児は分析から
除外された（3 年生から 3 人，5 年生から 1 人）．そ
の結果，分析された対象児は，合計で 254 人（2 年生
44 人，3 年生 51 人，4 年生 53 人，5 年生 54 人，6 年
生 52 人）であった．データの欠損に対して，回帰法
による単一代入法を用いて欠損値を代入した（2 年生
16 個（全体の 1.52％），3 年生 14 個（1.14％），4 年
生 17 個（1.39％），5 年生 27 個（2.08％），6 年生 21
個（1.76％））．各学年でのセッションごとの CBM 得
点の平均と標準偏差は，表2に示されている．セッショ
ンの経過に伴う平均の CBM 得点の推移は，図 2 に示
されている．分析にあたっては，分布の正規性を保つ
ために外れ値が大きな対象児は分析から除外された

（除外された児童は，2 年生 5 人，4 年生 2 人，6 年生
2 人であり，分析の対象は計 245 人であった）．
1．信頼性
　各学年で 7 パターンのテストの信頼性を検討するた
めに，児童が試行に慣れてきた #8 から #14 までの
CBM 得点について相互相関を求めた．その結果，

表 2　各学年のセッションごとの平均と標準偏差
実施月 ５月 ６月 ７月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月

セッション １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
２年生

M 20.1 20.9 24.3 26.5 30.2 38.3 42.4 43.1 48.3 47.5 49.2 52.3 53.1 54.6 43.8 49.0 50.2 49.4 52.2 62.4 60.0 56.0 59.9 66.4
SD 6.7 8.0 9.4 8.9 11.4 16.5 18.8 18.4 17.4 17.3 19.9 20.0 19.1 21.0 17.3 18.1 17.2 20.3 20.2 21.1 20.7 20.1 16.2 21.6

３年生
M 30.1 32.7 35.8 39.4 49.3 46.1 51.7 43.6 46.8 48.4 48.8 52.8 43.2 50.4 49.9 55.4 50.8 56.4 58.2 57.2 60.1 67.5 74.9 75.8
SD 8.9 10.3 11.1 11.5 13.4 12.5 13.5 14.3 15.2 13.1 14.4 13.9 13.6 13.4 13.9 16.3 16.6 16.8 17.2 17.8 19.2 24.6 23.6 23.3

４年生
M 28.8 35.4 37.9 40.4 46.4 55.7 51.8 56.4 50.2 57.7 54.6 59.7 66.0 70.7 70.9 69.5 74.6 68.9 74.4 78.2 73.1 73.3 73.9
SD 8.1 12.6 14.6 15.4 14.2 13.6 15.1 16.2 16.9 18.4 16.0 18.4 17.2 18.0 15.2 18.1 20.2 19.6 20.6 21.1 21.5 23.1 21.1

５年生
M 40.8 58.2 65.4 69.6 73.0 74.8 75.0 73.3 82.5 84.8 83.8 88.3 95.7 88.9 92.1 100.3 97.2 100.7 102.1 102.5 99.9 105.4 105.3 108.6
SD 18.2 21.6 22.0 23.9 25.1 23.4 29.6 24.4 27.9 23.5 28.5 28.7 28.5 27.6 32.5 29.4 29.2 30.8 30.9 32.1 34.2 28.5 32.0 26.2

６年生
M 36.9 52.9 55.2 67.5 73.2 69.9 69.9 79.7 80.4 82.3 81.6 92.5 89.9 91.9 95.5 87.7 95.3 98.8 108.2 100.7 102.8 104.5 111.1
SD 19.5 30.3 25.0 26.2 31.7 27.4 25.4 31.7 29.5 29.6 32.9 35.4 31.4 28.6 32.5 31.6 30.8 32.6 34.3 35.2 34.3 35.1 36.3
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Pearson の相関係数は 2 年生 r =.79～.93，3 年生 r =.74
～.88，4 年生 r =.45～.77，5 年生 r =.68～.86，6 年生
r =.76～.93 と有意な強い正の相関を示した（いずれ
も p<.01）．
2．妥当性
　まず NRT を基準とした併存的妥当性について学年
ごとに全 CBM 得点の平均との Pearson の相関係数を
算出したところ，2 年生 r =.40，3 年生 r =.57，4 年生
r =.48，5 年生 r =.50，6 年生 r =.56 と有意な正の相関
関係にあることが示された（2 年生が p<.05，それ以
外は p<.01）．次に，全 CBM 得点の平均と教師による
算数の評価との相関を Pearson の相関係数によって算
出したところ，2年生r =.54，3年生r =.58，4年生r =.37，
5 年生 r =.46，6 年生 r =.58 であり，有意な正の相関
関係にあることが示された（いずれも p<.01）．
3．時系列に伴う変化（成長）の分析
　時系列の変化としてのセッションが CBM 得点に与
える影響を見るために，学年ごとに反復測定による分
散分析を行った．分散分析の結果，各学年でセッショ
ンの主効果が見られ（2 年生 F（5.92,225.07）=73.36, 
p<.01,ε=.26, 偏η2=.66，3 年 生 F（6.51,325.71）
=65.40, p<.01,ε=.28, 偏η2 =.57，4 年生 F（8.67,433.37）
=74.84, p<.01,ε=.39, 偏η2=.60，5 年生 F（8.79,466.10）
=65.61,p<.01,ε=.38, 偏η2=.55，6 年 生 F（8.87,434.68）
=66.63，p<.01,ε=.40, 偏η2=.58），セッションを重ね
るにつれて CBM 得点の上昇が示された．各学年で主
効果が認められたことから，最初のセッション（#1）

と最後のセッション（#24，4，6 年生は #23）を基準
にセッション間で Bonferroni による多重比較を実施
した．最初のセッションとの差として，2 年生では #1
に比べ #4 以降のポイントが有意に増加し，3 年生で
は #1 に比べ #3 以降のポイントが有意に増加し，4，5，
6 年生では，#1 に比べ #2 以降のポイントが有意に増
加していることが示された．一方，最後のセッション
と比較したときに，2 年生では #24 のポイントは，
#20，#21，#23 を除いて有意に増加し，3 年生では
#24 のポイントは，#23 と #22 を除いて有意に増加し
ていた．4 年生では #23 のポイントは，#14，#15，
#17，#19 ～ #22 を除いて有意に増加した．5 年生で
は #24 のポイントは，#16 ～ #23 を除いて有意に増加
し，6 年生では #23 のポイントは，#19 ～ #22 を除い
て有意な増加が示された．
　次に回帰分析として，MS-Excel のグラフを用いて
決定係数の値から，線形近似と対数近似による近似曲
線の当てはまりの良さを検討した．その結果，3 年生
のみで線形近似の決定係数の値が高く，それ以外の学
年では対数近似の決定係数の値が高かった（2 年生 : y 
= 14.80ln（x）+12.07，R2 = .88，3 年生 : y = 1.45x+32.88，
R2 = 0.81，4 年生 : 15.26ln（x）+22.32，R2 = .91，5 年生 :  
y =21.71ln（x）+34.32，R2=.95，6 年 生 : y = 20.26ln（x）
+39.93，R2  = .96）．
4．学習のつまずきのある児童の特定
　算数 CBM によって学習のつまずきのある児童を特
定できるかを検討するために，教師が支援を必要と評

図 2　学年ごとの CBM（計算）得点の推移
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価した児童（教師による 5 段階評価で 1 または 2 と
評価した児童，以下「要支援児」）と支援を必要とし
ない児童（5 段階評価で，3，4，5 と評価した児童，
以下「支援なし児」）の間で，算数 CBM の得点の差
について検討することにした．図 3 に各学年で要支援
児と支援なし児の群ごとの算数 CBM のポイント数を
示した．要支援児の評価が 10 人に満たない 4 年生

（n=3）を除いて，学年ごとに，要支援児と支援なし
児の 2 の群について 1 要因の分散分析を実施したとこ
ろ，2 年 生（ 要 支 援 児 n=17），3 年 生（ 要 支 援 児
n=12），5 年生（要支援児 n=12），6 年生（要支援児
n=10）で支援なし児に比べて要支援児が有意に得点
の低いことが示された（2 年生 F（1,37）=19.52，
p<.001，η2=.35; 3 年 生 F（1,49）=13.92，p<.001，
η2=.22; 5 年 生 F（1,52）=12.67，p<.001，η2=.20; 6
年生 F（1,48）=3.53，p<.10，η2=.07）．

Ⅳ．考　察

1．学力評価尺度としての CBM
　CBM の特徴の一つは，教科書にある教材を用い採
点方法も容易であることから，教師が容易に児童の学
習の進捗状況を把握することができる点である．本研
究の結果，CBM 得点と標準学力検査（NRT）との間
に有意な相関関係が示されたことから，仮説 1 は支持
され CBM 得点が学力を表していると考えられる．し
たがって，わずか 3 分間の CBM を実施することで，
その得点から教師は児童の学力レベルを判断すること
ができるであろう．Deno（1985）は，CBM の特徴に
ついて①信頼性と妥当性，②単純さと効果性，③（教
師や保護者が）容易に理解できること，④費用がかか
らないことの 4 つを挙げている．本研究の結果から，
CBM は 3 分間で実施することができ，学力検査との
相関があることが実証されたことから，少なくとも上

述の①②④の特徴をもつと考えらえる．また，CBM
は体温計や血圧計のような「バイタルサイン」に例え
られる（Deno, 1985）．教師が CBM を利用すること
ができ，定期的に実施して学習の進捗状況をモニター
することができれば，教師は支援を必要とする児童を
早期に発見し，児童の学習のつまずきについて追加の
精密検査が必要かどうかを判断することができるであ
ろう．なお，米国での算数の CBM は，基準尺度との
間に .80 以上の強い正の相関があることが報告されて
いる（Shinn & Marston, 1985）．このときの基準尺度は，
Stanford Achievement Test の中の計算の下位検査であ
り，それと計算 CBM の得点との相関から妥当性が検
討されていた．本研究で用いた NRT には計算以外の
算数の内容も含まれているため，妥当性で示した相関
係数の値が有意ではあるけれども，米国の CBM 研究
の結果と比較して弱かったと考えられる．
2．進捗状況のモニタリング尺度としての CBM
　CBM のもう一つの特徴は，繰り返して実施するこ
とによって児童の学習の進捗状況をモニターできるこ
とである．本研究では，仮説 2 として CBM 得点が線
形的に増加すると予想した．繰り返しの分散分析の結
果，時系列の変化（セッション）の主効果が有意であっ
たことから，CBM 得点が時系列の変化として有意に
増加することが示された．したがって，本結果は定型
発達の児童の CBM 得点の一つの基準を提供すること
ができた．それに基づいて児童の相対的な位置を判断
することができ，学習につまずきのある児童を早期に
見つけることができるだろう．当初，筆者は CBM 得
点が線形的に増加すると予測した．しかし，その成長
は必ずしも直線的なものではなく，対数線形的に変化
していることが示された．Keller-Margulis et al.（2014）
は，小学生を対象とした算数 CBM で，秋学期の週ご
との成長が春学期の成長よりも一定して大きかったこ
とを報告していることから，CBM は授業内容による

影響が示唆された．したがって，仮説 2
は，時系列の変化として CBM 得点が増
加することが示されたことから，CBM
は進捗状況のモニタリング尺度として
用いることができると結論づけられる．
しかし，その成長の速度に違いがあり，
必ずしも線形的に増加するものではな
かったことから，今後 CBM 得点の推移
と授業内容との関連について検討する
必要がある．
　CBM によって学習の進捗状況をモニ
ターすることは，早期に学習につまず
きのある児童を特定することにつなが
る．本研究では，仮説 3 として教師が図 3　算数 CBM の平均ポイント数での要支援群と支援なし群との差
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支援を必要と判断した児童は，算数 CBM の得点が低
いと予想した．その結果，支援なし群の児童と比べて
要支援児の CBM 得点は有意に低かったことから，
CBM 得点によって要支援児かどうかを判断すること
は妥当性をもつと考えられる．今回は，カットッオフ
ポイントを特定できなかったが，本研究で -2.0SD を
カットオフポイントとして設定すると，ほとんどの対
象者がいなくなってしまう．一方 -1.0SD を設定する
と 13 ～ 15％であり 1 学級で約 3 人から 4 人の児童が
対象となる．RTI の第 2 層，第 3 層の支援を考えると，
-1.0SD をカットオフポイントとして設定し，継続し
てモニターすることが妥当である．
　Fuchs et al.（1989）は，データ評価決定ルールに基
づいて，毎週実施した CBM の 7 ～ 10 個のデータポ
イントから介入の必要性を判断して，指導プログラム
の修正を行っていた．RTI の第 2 層での支援を考える
と -1.0SD を第 1 層でのカットオフポイントとして設
定すると全体の試行のうち半数の試行を超えた児童
は，何らかの支援を必要としていると考えられる．各
学年で 4 人から 6 人程度とすると，各学級で 2 人か
ら 3 人となり，第 2 層での支援の対象の児童として特
定し，対応するのに適した数であろう．Fuchs et 
al.（1989）に基づけば，7 ～ 10 個のデータポイント
のうち半数以上 -1.0SD の児童は，支援の対象として
早期に特定し，早期の支援へとつなげることができる
であろう．
3．本研究の限界と今後の課題
　最後に本研究の限界の一つは，まだ対象校が 1 校だ
けであり，地域の違いによって結果が異なる可能性が
ある．したがって，今後さらに対象者を増やし CBM
の標準化に向けて取り組む必要がある．もう一つの課
題は，CBM 得点の結果は全体の計算の得点であり，
児童がどこのスキルにつまずいているかはわからず，
介入するためにはさらに学習のつまずきの実態を把握
するための評価が必要となる．今後，CBM 得点から
指 導 計 画 を 立 て て 介 入 す る た め に は，Fuchs et 
al.（1990）が行ったようなコンピュータを用いた
CBM の結果と合わせてスキル別の習熟度を示すアプ
リケーションの開発が必要であろう．
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